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令和 7 年度千葉県ＮＰＯ法人実態調査の結果について 
〇調査概要 

県内全ＮＰＯ法人 1,860 法人に対し、活動状況・財政状況・連携協働の状況等につ

いて、調査を実施。 

 実 施 期 間：令和 7 年 9 月 9 日～10 月 9 日 

回答法人数：645 法人（回収率 34.7％） 

 

〇調査結果 

Ⅰ．団体（回答者）属性について 

〔活動分野〕 

設問１ 貴法人が平素から取り組んでいる活動の分野について、 「あてはまる分野すべて」の

番号と「そのうち最も重視している分野ひとつ」の番号に✔を記入してください。 

50.4%

27.9%

35.2%

7.3%

6.0%

27.7%

19.4%

5.4%

9.8%

13.1%

6.9%

5.2%

43.1%

5.2%

3.1%

6.7%

11.4%

2.7%

7.6%

5.0%

53.6%

25.1%

30.7%

6.7%

5.8%

23.1%

18.4%

4.6%

11.1%

13.5%

5.8%

4.0%

39.8%

3.5%

2.1%

4.7%

12.9%

3.0%

7.9%

4.6%

55.7%

24.8%

31.2%

7.4%

6.2%

23.7%

16.3%

4.5%

9.5%

13.8%

5.3%
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１．保健・医療・福祉

２．社会教育

３．まちづくり

４．観光

５．農山漁村・中山間地域

６．学術・文化・芸術・スポーツ

７．環境の保全

８．災害救援

９．地域安全

１０．人権・平和

１１．国際協力

１２．男女共同参画社会

１３．子どもの健全育成

１４．情報化社会

１５．科学技術の振興

１６．経済活動の活性化

１７．職業能力・雇用機会

１８．消費者の保護

１９．中間支援（連絡・助言・援助）

２０．その他

設問1 活動分野 （あてはまる分野すべて）

R3（n=764） R5（n=661） R7（n=645） 内閣府調査(R5)
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（結果概要） 

 法人の活動分野の「あてはまるものすべて」「最も重視しているものひとつ」については、

いずれも「保健・医療・福祉」が最も多く、これまでの調査から大きな変化はない。内閣府の

全国調査(令和 5 年度特定非営利活動法人に関する実態調査と比較しても同様の傾向である。 
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0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35% 40% 45%

１．保健・医療・福祉

２．社会教育

３．まちづくり

４．観光

５．農山漁村・中山間地域

６．学術・文化・芸術・スポーツ

７．環境の保全

８．災害救援

９．地域安全

１０．人権・平和

１１．国際協力

１２．男女共同参画社会

１３．子どもの健全育成

１４．情報化社会

１５．科学技術の振興

１６．経済活動の活性化

１７．職業能力・雇用機会

１８．消費者の保護

１９．中間支援（連絡・助言・援助）

２０．その他

設問1 活動分野（最も重視）

R3（n=743） R5（n=589） R7（n=645） 内閣府調査(R5)
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〔活動年数〕 

設問２ 貴法人の活動年数について、あてはまる番号 1 つに✔を記入してください。 

なお、法人の前身にあたる任意団体での活動があれば、その活動年数を含めます。 

（結果概要） 

 法人の活動年数については、「21年以上」が 35.5%と最も多くなり、次いで「11 年～15 年」

が 21.5%となっている。長期間活動している法人が増加している。 
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15.6%

16.2%

11.0%
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21%
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20.5%

12%

15.2%

18.8%

19.0%

20.6%

24.4%

28.6%

35.5%

H 3 0（n = 6 4 9）

R 1（n = 6 0 5）

R 2（n = 6 2 1）

R 3（n = 7 6 2）

R 4（n = 7 8 6）

R 5（n = 6 5 9）

R 6（n = 6 4 3）

R 7（n = 6 4 3）

H30
（n=649）

R1
（n=605）

R2
（n=621）

R3
（n=762）

R4
（n=786）

R5
（n=659）

R6
（n=643）

R7
（n=643）

１．3年未満 8%7.6%8.4%8.5%6.7%4.6%4.7%4.5%

２．3年～5年 11%9.3%8.5%8.5%8.7%8.2%6.7%7.0%

３．6年～10年 21%20.0%20.6%20.2%17.3%15.6%16.2%11.0%

４．11年～15年 27%23.3%21.9%19.7%20.4%19.7%19.6%21.5%

５．16年～20年 21%24.6%21.7%24.0%26.3%27.5%24.3%20.5%

６．21年以上 12%15.2%18.8%19.0%20.6%24.4%28.6%35.5%

設問2 活動年数
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〔役職員数及び会員数〕 

設問３ 貴法人の令和７年４月１日時点の役職員数及び会員数（賛助会員等も含める）の 

合計人数について、あてはまる番号 1 つに✔を記入してください。 

※特定非営利活動法人は、総会で議決権を有する会員が 10人以上いることが、設立・ 

 存続の条件となっています。 

（結果概要） 

 法人の役職員数及び会員数について、「30 人以下」の法人が 64.2％と最も多い。 

また、「51 人以上 100 人以下」がやや増加し、「101 人以上」がやや減少した。 
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R 4（n = 7 8 5）

R 5（n = 6 5 8）

R 6（n = 6 4 3）

R 7（n = 6 4 5）

R4（n=785）R5（n=658）R6（n=643）R7（n=645）

１．30人以下 62.8%64.0%63.8%64.2%

２．31人以上50人以下 13.0%12.5%11.8%11.5%

３．51人以上100人以下 11.8%10.2%10.6%12.6%

４．101人以上 12.4%13.4%13.8%11.8%

設問3 役職員数及び会員数
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〔事務所の状況〕 

設問４ 貴法人の事務所(※)の状況について、あてはまる番号 1つに✔を記入してください。 

※ここでいう「事務所」とは、登記している「主たる事務所」をいいます。 

（結果概要） 

 法人の事務所の状況については、「団体専用の事務所を借りている」が 42.8％で最も多い。 

次いで「役員・職員や会員の個人宅」が 41.1％となっている。 
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41.4%
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42.8%
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8.0%

9.0%
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15.5%

13.0%

12.0%

13.0%
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7.0%

7.0%

H 3 0（N = 6 4 7）

R 1（N = 6 0 4）

R 2（N = 6 2 2）

R 3（N = 7 6 4）

R 4（N = 7 8 9）

R 5（N = 6 6 0）

R 6（N = 6 4 3）

R 7（N = 6 4 5）

H30
（n=647）

R1
（n=604）

R2
（n=622）

R3
（n=764）

R4
（n=789）

R5
（n=660）

R6
（n=643）

R7
（n=645）

１．役員・職員や会員の個人宅 39.1%40.9%41.5%41.1%42.0%41.1%41.2%41.1%

２．団体専用の事務所を借りている 38.6%36.1%36.7%37.6%39.9%41.4%43.1%42.8%

３．団体専用の事務所を自己所有している 6.8%9.9%9.8%8.0%9.0%9.1%8.7%9.1%

４．その他 15.5%13.0%12.0%13.0%9.1%8.5%7.0%7.0%

設問4 事務所の状況
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Ⅱ．事業・活動全般の状況について 

〔中間支援組織の認知〕 

設問５ 貴法人は、市町村などが設置する「市民活動支援センター」や市民活動を支援する

団体である「中間支援組織」が提供するサービスを利用したことがありますか。あて

はまる番号 1 つに✔を記入してください。 

 

（結果概要） 

 中間支援組織の認知については、38.3％の法人が「利用したことがある」、41.1％の法人が

「知っているが、利用したことがない」、20.6％の法人が「そのような組織、サービスがある

ことを知らない」となっている。 

  

34.1%

37.7%

35.2%

37.6%

38.3%

44.5%

39.9%

40.3%

42.3%

41.1%

21.5%

22.4%

24.5%

20.1%

20.6%

R 3（n = 7 6 9）

R 4（n = 7 8 7）

R 5（n = 6 5 7）

R 6（n = 6 4 3）

R 7（n = 6 4 5）

R3（n=769）R4（n=787）R5（n=657）R6（n=643）R7（n=645）

１．利用したことがある 34.1%37.7%35.2%37.6%38.3%

２．知っているが、利用したことがない 44.5%39.9%40.3%42.3%41.1%

３．そのような組織、サービスがあるこ
とを知らない

21.5%22.4%24.5%20.1%20.6%

設問5 中間支援組織の認知
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〔中間支援組織による支援等のメリット〕 

設問６ 設問５で１を選択された法人の方にお尋ねします。 

「市民活動支援センター」や「中間支援組織」の支援等によりどんなメリットがあり

ましたか。あてはまる番号すべてに✔を記入してください。 

（結果概要） 

 中間支援組織による支援等のメリットについては、「有用な情報の入手が出来た」が 53.0％

と最も多く、「他団体との連携につながった」が 38.1％、「活動場所や資金的支援を受けた」

が 34.8％となっている。また「特にメリットを感じなかった」は 10.1％となっている。 

31.2%

48.8%

15.4%

6.3%

27.7%

32.6%

11.6%

11.2%

6.7%

32.6%

52.9%

14.2%

6.8%

30.3%

38.4%

11.6%

7.7%

6.5%

45.2%

59.0%

18.1%

7.6%

36.7%

44.8%

16.2%

6.2%

8.6%

39.7%

55.4%

14.0%

6.2%

31.4%

37.6%

13.6%

5.0%

5.8%

34.8%

53.0%

15.4%

5.7%

31.6%

38.1%

10.5%

10.1%

8.1%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

１．活動場所や資金的支援を受けた

２．有用な情報の入手が出来た

３．法人の運営体制の改善につながった

４．法人の資金調達力が向上した

５．法人の情報発信力が向上した

６．他団体との連携につながった

７．事業の改善・拡大につながった

８．特にメリットを感じなかった

９．その他

設問6 中間支援組織による支援等のメリット

R3（n=285） R4（n=310） R5（n=210） R6（n=242） R7（n=247）
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〔法人運営上の課題〕 

設問７ 貴法人の法人運営上の課題は何ですか。 

あてはまる番号すべてに✔を記入してください。 

（結果概要） 

 法人運営上の課題については、「団体内全体が高齢化している」が 52.6％と最も多く、年々

増加傾向にある。また、「特定の個人に責任や作業が集中する」（42.8％）や「リーダーや後継

者が育たない」（39.5％）「役員や職員が不足している」（38.8％）など、組織の人材に関する

課題が高い値となっている。なお、「活動資金が不足している」は減少傾向にある。 

32.7%

28.6%

44.3%

38.0%

45.1%

12.5%

37.0%

12.4%

10.7%

11.2%

14.1%

8.5%

3.7%

5.6%

13.5%

9.4%

40.2%

30.0%

45.7%

40.0%

49.4%

17.1%

36.5%

11.5%

13.4%

12.9%

13.2%

8.3%

2.6%

5.4%

14.5%

5.1%

38.8%

28.4%

42.8%

39.5%

52.6%

16.1%

35.2%

9.6%

11.5%

10.9%

9.1%

5.4%

2.0%

4.2%

11.2%

5.6%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

１．役員や職員が不足している

２．参加してくれるボランティアが不足している

3．団体を手伝うボランティアの確保・運営が難しい

4．特定の個人に責任や作業が集中する

5．リーダーや後継者が育たない

6．団体内全体が高齢化している

7．役員や職員が忙しく、団体の活動時間
が取れない

8．活動資金が不足している

9．活動場所の確保が難しい

10．活動や団体の運営管理に必要な
専門的知識が不足している

11．活動の評価・見直し・改善が出来ていない

12．自治体の施策や民間の助成金等に
ついての情報が得にくい

13．外部に活動や運営方法等の相談が
できる適当な相談者や相談機関がない

14．地域住民の理解が得られない

15．地域の他団体・他機関との連携が
うまくいかない

16．自分たちの活動をうまくPRする方法がない

17．その他

設問7 法人運営上の課題

R3（n=765） R5（n=591） R7（n=645）
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〔法人運営のスキル〕 

設問８ 法人運営を行うにあたり、スキルアップの必要を感じている事務はありますか。 

あてはまる番号すべてに✔を記入してください。 

（結果概要） 

 法人運営を行うにあたりスキルアップの必要を感じている事務については、「人材育成」が

39.4％と最も多く、次いで「会員や協力者の増やし方」が 36.9％、「資金調達」が 31.8％、

「会計・労務」が 31.5％となっている。また、「特になし」としている法人は 11.6％となっ

ている。 

21.8%

20.2%

31.0%

25.1%

1.9%

25.6%

30.7%

38.0%

38.0%

32.8%

23.5%

30.8%

15.5%

9.2%

1.4%

25.0%

29.1%

40.9%

38.7%

30.2%

24.7%

28.3%

13.2%

9.6%

0.6%

29.1%

31.5%

39.4%

36.9%

31.8%

23.4%

29.9%

13.8%

11.6%

1.2%

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35% 40% 45%

1．所轄庁への提出書類の作成

2．会計・労務

3．人材育成

4．会員や協力者の増やし方

5．資金調達

6．効果的な広報

7．ITスキル（情報化対応）

8．他団体との連携・協働

9．特になし

10．その他

設問8 法人運営のスキル

R4（n=777） R5（n=652） R6（n=643） R7（n=645）
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〔デジタル・オンラインツールの使用状況〕 

設問９ 貴法人において、活動や業務で日常的に使用しているツールについて、あてはまる 

番号すべてに✔を記入してください。 

（結果概要） 

 デジタル・オンラインツールの使用状況については、「事務連絡等について電子メール・   

コミュニケーションアプリ（LINE 等）を利用している」の 76.6％が最も多く、次いで       

「ホームページやブログを開設し、貴法人の活動内容について情報発信している」が 62.8％

となっている。昨年度の結果と比較すると､利用が増加した項目が多いが､内閣府の全国調査

と比較すると､｢事務連絡等について電子メール・コミュニケーションアプリ(LINE 等)を利用

している」以外の全ての項目で数値が低く、特に会計・経理事務、SNS の利用の数値が相対的

に低くなっている。  

14.0%

72.5%

54.4%

45.6%

65.2%

31.1%

19.0%

9.6%

11.9%

76.6%

57.7%

48.5%

62.8%

33.3%

21.2%

8.1%

16.4%

74.4%

63.3%

59.0%

67.2%

41.2%

28.4%

9.2%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90%

1.支援を必要とする人に対して支援・サービスの提供
などの特定非営利活動をオンラインで行っている

2.事務連絡等について電子メール・
コミュニケーションアプリ（LINE等）を利用している

3.書類作成において文書作成ソフトや表計算ソフトを
使用している（クラウドサービスを含む）

4.会計・経理事務等において会計ソフトやアプリを
使用している（クラウドサービスを含む）

5.ホームページやブログを開設し、
貴法人の活動内容について情報発信している

6.ソーシャル・ネットワーキング・サービス（SNS）で
貴法人の活動内容について情報発信している

7.ソーシャル・ネットワーキング・サービス（SNS）
を通じて他法人の活動情報を入手している

8.上記のいずれも使用していない

設問9 デジタル・オンラインツールの使用状況

R6（n=643） R7（n=645） 内閣府調査（R5）
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〔ボランティア人材の受け入れ〕 

設問１０ 貴法人では、ボランティア(無償又は有償で事業実施に協力する人)を受け入れて

活動していますか。あてはまる番号 1 つに✔を記入してください。 

（結果概要） 

 ボランティア人材の受け入れについては、「している（無償のみ）」29.0％、「している（無

償・有償どちらも）」22.4％、「している（有償のみ）」11.2％、と計 62.6％の法人が受け入れ

ている。また、17.5％は「していない（今後、受け入れを検討していきたい）」、19.9％は「し

ていない（今後も受け入れの意向はない）」となっている。なお、令和 6年度まで、受け入れ

るボランティアについて、無償のボランティアの受け入れのみを聞いており、設問の選択肢

を変更したことから、単純比較はできない。 

29.0%

22.4%
11.2%

17.5%

19.9%

設問10 ボランティア人材の受け入れ(n=644)

1．している（無償のみ）

3．している（無償・有償どちらも）

2．している（有償のみ）

4．していない（今後、受け入れを検討していきたい）

5．していない（今後も受け入れの意向はない）

29.0%

54.8%

53.1%

52.4%

48.2%

22.4% 11.2%

23.4%

25.1%

26.6%

25.5%

17.5%

21.8%

21.8%

21.0%

26.3%

19.9%

R 3（N = 7 6 1）

R 4（N = 7 8 4）

R 5（N = 6 5 7）

R 6（N = 6 4 3）

R 7（N = 6 4 4）

R3（n=761）R4（n=784）R5（n=657）R6（n=643）R7（n=644）

１．している（無償のみ） 29.0%

２．している※R7は（無償・有償どちらも） 54.8%53.1%52.4%48.2%22.4%

３．している（有償のみ） 11.2%

４．していない（今後、受け入れを検討して
いきたい）

23.4%25.1%26.6%25.5%17.5%

５．していない（今後も受け入れの意向はな
い）

21.8%21.8%21.0%26.3%19.9%

設問10 ボランティア人材の受け入れ

51.4%

62.6%
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〔ボランティア人材の受け入れをしていない理由〕 

設問１１ 設問１０で「4.していない(今後､受け入れを検討していきたい)」「5.していない

（今後も受け入れの意向はない）」を選択された法人の方にお尋ねします。 

ボランティア受入をしていない理由について、あてはまる番号すべてに✔を記入し

てください。 

（結果概要） 

 ボランティア人材の受け入れをしていない理由については「活動内容が未経験者では難し

い」の 39.8％が最も多く、次いで「受け入れるためのノウハウが不足している」が 27.4％、

「受け入れるための人員が不足している」が 22.8％となっている。 

  

22.8%

18.3%

14.9%

27.4%

14.1%

39.8%

17.8%

7.1%

１．受け入れるための人員が不足している

２．受け入れるための費用が不足している

３．受け入れるための時間が不足している

４．受け入れるためのノウハウが不足している

５．受入にあたり団体内での意識統一が難しい

６．活動内容が未経験者では難しい

７．新しい参加者を求めていない

８．その他

設問11 ボランティア人材の受け入れをしていない理由

(N=241)
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〔プロボノ人材の受け入れ〕 

設問１２ 貴法人では、プロボノ（職業上のスキルや専門知識を活かして行うボランティア）

人材を受け入れて活動していますか。あてはまる番号 1 つに✔を記入してください。 

（結果概要） 

 プロボノ人材の受け入れについては「していない（今後、受け入れを検討していきたい）」

の 33.2％が最も多く、次いで「プロボノを知らない」が 31.0％、「していない（今後も受け

入れの意向はない）」が 22.0％となっている。「している」は 13.7％と最も少ない。 

  

13.7%

33.2%

22.0%

31.0%

設問12 プロボノ人材の受け入れ(n=641)

1．している

2．していない（今後、受け入れを検討していきたい）

3．していない（今後も受け入れの意向はない）

4．プロボノを知らない
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〔どのようなプロボノ人材を受け入れているか・受け入れを希望するか〕 

設問１３ 貴法人では、どのようなプロボノ人材を受け入れて活動していますか又は受け 

入れを希望しますか。あてはまる番号すべてに✔を記入してください。 

（結果概要） 

 どのようなプロボノ人材を受け入れているか・受け入れを希望するかについては「受け入

れの意向はない」の 38.9％が最も多く、次いで「Web 制作、デジタル活用」が 29.8％、「広

報・情報発信」が 23.3％となっている。プロボノ人材を受け入れている、または受け入れて

いないが、今後受け入れを検討していきたいと回答した層では、「Web 制作・デジタル活用」

が 49.2％、「広報・情報発信」が 38.9%、次いで「財務・会計・資金調達」も 32.9%と高い割

合となっている。なお、自由記載には、団体の事業内容により､福祉､農林､建設､教育､音楽等､

多様な分野の人材の記載があった。 

  

29.8%

23.3%

7.9%

18.9%

12.2%

38.9%

9.9%

49.2%

38.9%

12.3%

32.9%

19.3%

6.0%

17.6%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

1．Web制作、デジタル活用

2．広報・情報発信

3．弁護士等による法律相談

4．財務・会計・資金調達

5．経営戦略・業務改善

6．受け入れの意向はない

７．その他

設問13 どのようなプロボノ人材を受け入れているか・受け入れ

を希望するか

全体(n=645) 受け入れている＋受け入れ意向あり（n=301)
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〔市民活動団体への支援施策〕 

設問１４ 県が実施している市民活動団体への支援施策について、貴法人にあてはまる番号

すべてに✔を記入してください。 

（結果概要） 

 県が実施している市民活動団体への支援施策について､ちばコラボ大賞以外は､｢知らなか

った｣が最も多くなっている。また､市民活動団体マネジメント事業では､｢参加してみたいが､

参加したことはない｣が 27.9％､ちばボランティアナビでは、｢利用していない(今後､利用を

検討していきたい)｣が 21.7％､ボランティア受入団体支援では､｢利用していない(今後、利用

を検討していきたい)」が 19.5％となっている。 

6.0%, 39
5.1%, 33

27.9%, 180
18.0%, 116

34.4%, 222

4.3%, 28
21.7%, 140

27.1%, 175
32.7%, 211

0.2%, 1
0.8%, 5

19.5%, 126
27.0%, 174

37.5%, 242

4.7%, 30
28.1%, 181

49.8%, 321

6.4%, 41
36.6%, 236

39.7%, 256

3.4%, 22
51.6%, 333

31.0%, 200

1.9%, 12

0 100 200 300 400

■「市民活動団体マネジメント事業」について

1.参加したことがあり、今後も参加したい

2.参加したことがあるが、今は必要性を感じない

3.参加してみたいが、参加したことはない

4.参加したいと思わない

5.知らなかった

■「ちばボランティアナビ」について

6.利用している

7.利用していない（今後、利用を検討していきたい）

8.利用していない（今後も利用する意向はない）

9. 知らなかった

■「ボランティア受入団体支援」について

10.知っており、利用したことがある

11.利用している

12.利用していない（今後、利用を検討していきたい）

13. 利用していない（今後も利用する意向はない）

14.知らなかった

■「県民活動情報オフィス」について

15.知っており、利用したことがある

16.知っているが、利用したことがない

17.知らなかった

■協働のまちづくりセミナーについて

18.知っており、参加したことがある

19.知っているが、参加したことがない

20.知らなかった

■ちばコラボ大賞

21.知っており、応募したことがある

22.知っているが、応募したことがない

23.知らなかった

24．その他

設問14 市民活動団体への支援施策(n=645)
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Ⅲ．財務状況について 

〔財務規模〕 

設問１５ 貴法人の前期会計年度における総支出額（財務規模）にあてはまる番号 1 つに 

✔を記入してください。 

（結果概要） 

 総支出額（財務規模）については、「支出はない」は令和 3 年度をピークに減少し、全体的

に平成 30年度の水準に近くなっている。また、500 万円以上の法人で約 5 割を占め、平成 30

年度当時よりも規模の大きな法人の割合がやや大きくなっている。 

3%

4.4%

4.1%

8.6%

5.5%

5.0%

3.4%

3.6%

7%

7.9%

7.0%

9.5%

8.4%

6.6%

7.2%

7.6%

6%

7.2%

8.0%

7.6%

8.0%

7.2%

6.7%

7.0%

5%

4.4%

4.2%

4.5%

4.2%

4.0%

5.1%

4.5%

9%

9.0%

8.2%

6.5%

6.9%

7.2%

7.6%

7.8%

23%

20.7%

22.5%

19.5%

20.4%

20.2%

19.4%

20.2%

10%

10.7%

8.5%

8.4%

9.7%

8.4%

10.6%

6.8%

21%

20.9%

22.5%

22.7%

22.3%

24.8%

23.6%

25.0%

9%

8.4%

7.8%

6.3%

8.5%

8.9%

9.0%

8.9%

6%

5.9%

6.7%

6.1%

6.0%

7.5%

7.2%

8.1%

0%

0.3%

0.5%

0.4%

0.1%

0.3%

0.2%

0.5%

H 3 0（n = 6 4 8）

R 1（n = 6 0 8）

R 2（n = 6 1 3）

R 3（n = 7 5 9）

R 4（n = 7 8 5）

R 5（n = 6 5 4）

R 6（n = 6 4 3）

R 7（n = 6 4 3）

H30
（n=648）

R1
（n=608）

R2
（n=613）

R3
（n=759）

R4
（n=785）

R5
（n=654）

R6
（n=643）

R7
（n=643）

１．支出はない 3%4.4%4.1%8.6%5.5%5.0%3.4%3.6%

２．１０万円未満 7%7.9%7.0%9.5%8.4%6.6%7.2%7.6%

３．１０万円～３０万円未満 6%7.2%8.0%7.6%8.0%7.2%6.7%7.0%

４．３０万円～５０万円未満 5%4.4%4.2%4.5%4.2%4.0%5.1%4.5%

５．５０万円～１００万円未満 9%9.0%8.2%6.5%6.9%7.2%7.6%7.8%

６．１００万円～５００万円未満 23%20.7%22.5%19.5%20.4%20.2%19.4%20.2%

７．５００万円～１,０００万円未満 10%10.7%8.5%8.4%9.7%8.4%10.6%6.8%

８．１,０００万円～５,０００万円未満 21%20.9%22.5%22.7%22.3%24.8%23.6%25.0%

９．５,０００万円～１億円未満 9%8.4%7.8%6.3%8.5%8.9%9.0%8.9%

１０．１億円以上 6%5.9%6.7%6.1%6.0%7.5%7.2%8.1%

１１．事業年度が１年に満たない 0%0.3%0.5%0.4%0.1%0.3%0.2%0.5%

設問15 財務規模
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〔直近事業年度の収入源〕 

設問１６ 貴法人の令和６年度における収入源について、 「あてはまる番号すべて」と「その

うち最も大きな収入源」に✔を記入してください。 

 

65.9%

40.6%

44.4%

19.0%

46.0%

11.1%

72.2%

44.4%

47.9%

22.3%

50.8%

6.5%

66.4%

41.4%

46.4%

19.7%

53.0%

8.6%

66.6%

40.4%

44.0%

21.8%

50.4%

9.0%

65.4%

44.3%

44.2%

21.1%

44.5%

8.8%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80%

１．会費

２．寄附金

３．補助金・助成金

４．委託金

５．自主事業収益

６．その他

設問16 直近事業年度の収入源

R3（n=757） R4（n=766） R5（n=660） R6（n=643） R7（n=645）

22.5%

21.8%

23.4%

23.7%

22.3%

19.5%

23.2%

22.2%

7.7%

9.4%

8.0%

7.4%

8.3%

7.9%

7.8%

9.4%

17.6%

17.9%

16.7%

19.8%

20.7%

18.4%

16.6%

17.6%

13.3%

13.2%

14.2%

12.6%

13.9%

13.0%

14.5%

13.4%

32.7%

31.9%

33.0%

28.1%

29.4%

33.7%

30.3%

28.5%

6.3%

5.9%

4.7%

8.5%

5.4%

7.5%

7.6%

8.9%

H 3 0（N = 6 4 9）

R 1（N = 5 9 3）

R 2（N = 6 1 2）

R 3（N = 7 3 3）

R 4（N = 7 5 5）

R 5（N = 6 5 6）

R 6（N = 6 4 3）

R 7（N = 6 1 8）

H30
（n=649）

R1
（n=593）

R2
（n=612）

R3
（n=733）

R4
（n=755）

R5
（n=656）

R6
（n=643）

R7
（n=618）

１．会費 22.5%21.8%23.4%23.7%22.3%19.5%23.2%22.2%

２．寄附金 7.7%9.4%8.0%7.4%8.3%7.9%7.8%9.4%

３．補助金・助成金 17.6%17.9%16.7%19.8%20.7%18.4%16.6%17.6%

４．委託金 13.3%13.2%14.2%12.6%13.9%13.0%14.5%13.4%

５．自主事業収益 32.7%31.9%33.0%28.1%29.4%33.7%30.3%28.5%

６．その他 6.3%5.9%4.7%8.5%5.4%7.5%7.6%8.9%

設問16 最も大きな収入源
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（結果概要） 

 収入源については、「会費」を得ている法人が 65.4％と最も多く、次いで「自主事業収益」

を得ている法人が 44.5％、「寄附金」が 44.3％、「補助金・助成金」が 44.2%となっている。 

 最も大きな収入源については、「自主事業収益」が 28.5％と最も多い。次いで「会費」が

22.2％、「補助金・助成金」が 17.6%となっている。 

 

〔財産の規模〕 

設問１７ 貴法人の前期会計年度の財産の規模（※）について、あてはまる番号 1 つに✔を

記入してください。 

※ここでいう「財産の規模」とは、「貸借対照表」に記載している「正味財産合計」 

 をいいます。 

（結果概要） 

 財産の規模については、「100 万円～500 万円未満」が 20.8％と最も多い。 

500 万円以上の法人の割合が約 4割となっている。 

  

11.8%

10.5%

9.5%

10.9%

8.2%

5.9%

8.1%

6.5%

6.9%

6.5%

6.5%

6.5%

5.4%

7.2%

3.9%

5.9%

9.3%

7.7%

7.9%

10.6%

24.6%

23.0%

23.6%

20.8%

8.8%

10.9%

10.6%

9.3%

15.6%

18.6%

19.4%

19.0%

6.1%

5.7%

6.1%

5.4%

3.2%

4.1%

4.4%

5.0%

R 4（n= 7 7 1）

R 5（n= 6 7 9）

R 6（n= 6 4 3）

R 7（n= 6 4 3）

R4（n=771）R5（n=679）R6（n=643）R7（n=643）

１．１万円未満 11.8%10.5%9.5%10.9%

２．１万円～１０万円未満 8.2%5.9%8.1%6.5%

３．１０万円～３０万円未満 6.9%6.5%6.5%6.5%

４．３０万円～５０万円未満 5.4%7.2%3.9%5.9%

５．５０万円～１００万円未満 9.3%7.7%7.9%10.6%

６．１００万円～５００万円未満 24.6%23.0%23.6%20.8%

７．５００万円～１，０００万円未満 8.8%10.9%10.6%9.3%

８．１，０００万円～５，０００万円未満 15.6%18.6%19.4%19.0%

９．５，０００万円～１億円未満 6.1%5.7%6.1%5.4%

１０．１億円以上 3.2%4.1%4.4%5.0%

設問17 財産の規模
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〔寄附の受領経験〕 

設問１８ 貴法人では、過去一度でも寄附を受けたことはありますか。 

あてはまる番号 1 つに✔を記入してください。 

※ここでいう「寄附」とは、金銭のほか、物品を含みます。 

（結果概要） 

 寄附の受領経験については、「受けたことがある」法人が 72.6％となり、前回調査から 2.5

ポイント増加した。 

  

56.5%

54.2%

63.0%

65.5%

64.7%

69.0%

70.1%

72.6%

43.5%

45.8%

37.0%

34.5%

35.3%

31.0%

29.9%

27.4%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

H30（n=625）

R1（n=596）

R2（n=614）

R3（n=760）

R4（n=771）

R5（n=658）

R6（n=643）

R7（n=638）

設問18 寄附の受領経験

１．受けたことがある ２．受けたことが無い
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〔寄附の受領金額〕 

設問１９ 設問１８で「1．受けたことがある」を選択された法人の方にお尋ねします。 

直近事業年度における 1 年間の寄附の受領金額（総額）について、あてはまる番号

1 つに✔を記入してください。 

（結果概要） 

 寄附の受領金額（総額）については、令和 6 年度と比較して、1 万円～20 万円未満規模が

減り、比較的少額である「5,000 円未満」、「5,000 円～1 万円未満」、逆に比較的高額である

「20 万円～50 万円未満」、「50 万円～100 万円未満」、「100 万円～500 万円未満」、「500 万円

～1,000 万円未満」、「1,000 万円以上」は増加した。 

また、20 万円以上の受領を受けている法人の割合の合計は、これまで減少傾向にあり、    

令和 6 年度には 30.0％だったが、令和 7 年度は増加し 34.3%となっている。 

  

8.5%

10.0%

11.3%

10.5%

4.3%

11.7%

8.6%

9.2%

6.8%

7.2%

5.8%

7.4%

21.0%

19.7%

21.5%

17.9%

10.8%

8.9%

11.8%

10.7%

10.8%

9.1%

11.1%

10.2%

12.0%

11.5%

10.0%

10.9%

11.0%

11.1%

6.7%

8.3%

11.3%

7.4%

9.8%

10.7%

2.3%

1.7%

2.2%

2.4%

1.5%

1.7%

1.3%

2.0%

R 2（n= 4 0 0）

R 5（n= 4 6 1）

R 6（n= 4 5 1）

R 7（n= 4 5 9）

R2（n=400）R5（n=461）R6（n=451）R7（n=459）

０．直近事業年度は寄附を受領していない 8.5%10.0%11.3%10.5%

１．5,000 円未満 4.3%11.7%8.6%9.2%

２．5,000 円～1 万円未満 6.8%7.2%5.8%7.4%

３．1 万円～5 万円未満 21.0%19.7%21.5%17.9%

４．5 万円～10 万円未満 10.8%8.9%11.8%10.7%

５．10 万円～20 万円未満 10.8%9.1%11.1%10.2%

６．20 万円～50 万円未満 12.0%11.5%10.0%10.9%

７．50 万円～100 万円未満 11.0%11.1%6.7%8.3%

８．100 万円～500 万円未満 11.3%7.4%9.8%10.7%

９．500 万円～1,000 万円未満 2.3%1.7%2.2%2.4%

１０．1,000 万円以上 1.5%1.7%1.3%2.0%

設問19 寄附の受領金額

30.0%

34.3%
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〔収入確保の課題〕 

設問２０ 貴法人が平素から取り組んでいる収入確保における課題について、あてはまる 

番号すべてに✔を記入してください。 

（結果概要） 

 収入確保の課題については「収入確保のスキル・ノウハウが不足」が 25.7％と最も多く、

次いで「自主事業収益による収入確保が困難」が 25.3％、「収入確保のための人材が不足」が

24.7％となっている。一方で、「特に課題はない」としたところも、22.8％と多い。 

  

25.7%

17.1%

24.7%

18.0%

18.0%

25.3%

19.2%

10.7%

2.9%

22.8%

2.9%

0.0% 5.0% 10.0% 15.0% 20.0% 25.0% 30.0%

1. 収入確保のスキル・ノウハウが不足

2. 収入確保の情報が不足

3. 収入確保のための人材が不足

4. 寄附金の伸び悩み

5. 助成金・補助金等の申請が困難

6. 自主事業収益による収入確保が困難

7. 特定の資金源に依存

8. 団体の認知度不足

9. 金融機関からの融資が困難

10. 特に課題はない

11. その他（具体的に記入してください）

設問20 収入確保の課題(n=645)
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Ⅳ．連携・協働について 

〔協働の経験〕 

設問２１ 貴法人は、これまでに企業、ＮＰＯ・ボランティア団体、県・市町村などと連携・

協働（※）したことはありますか。あてはまる番号 1 つに✔を記入してください。

※ここでいう「連携・協働」とは、「対等な二者以上の主体が共通の目的を持ち、 

 それぞれの目的を共有、お互いの特性を生かしながら協力すること」をいいます。 

（結果概要） 

 「連携・協働したことがある」法人は 65.4％と、前回調査から 4.3 ポイント増加した。 

近年減少傾向だったが、R7 年度は再び増加し、平成 30 年の水準に近い数値となった。 

  

66.0%

66.7%

64.7%

63.0%

62.4%

64.1%

61.1%

65.4%

34.0%

33.3%

35.3%

37.0%

37.6%

35.9%

38.9%

34.6%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

H30（n=645）

R1（n=600）

R2（n=617）

R3（n=762）

R4（n=772）

R5（n=658）

R6（n=643）

R7（n=644）

設問21 連携・協働経験の有無

１．連携・協働したことがある ２．連携・協働したことが無い
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〔連携・協働したことによるメリット〕 

設問２２ 設問２１で｢1.連携・協働したことがある｣を選択された法人の方にお尋ねします。

連携・協働して事業を行ったことでどのようなメリットがありましたか。あてはま

る番号すべてに✔を記入してください。 

（結果概要） 

連携・協働したことによるメリットについては、「自団体だけでは出来ない事業を生み出す

事ができた」が 51.3％で最も多く、次いで、「団体の認知度の向上やネットワークの拡大がで

きた」が 50.1％、「協働相手のノウハウの活用や広報協力など、お互いの持つ資源を出し合う

ことで、事業成果を向上できた」が 48.7％と多くなっている。「特にメリットを感じなかっ

た」は 7.4％と前回調査から 4.1 ポイント増加した。 

54.1%

46.1%

55.3%

19.9%

8.0%

4.3%

3.7%

56.5%

49.4%

54.9%

22.4%

21.2%

5.3%

3.1%

56.7%

48.0%

52.0%

19.1%

14.4%

5.0%

2.4%

62.8%

47.1%

53.2%

19.3%

16.3%

3.3%

1.5%

51.3%

48.7%

50.1%

23.0%

18.1%

7.4%

2.4%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

１．自団体だけでは出来ない事業を生み出す事ができた

２．協働相手のノウハウの活用や広報協力など、お互いの
持つ資源を出し合うことで、事業成果を向上できた

３．団体の認知度の向上やネットワークの拡大ができた

４．これまで気づかなかった地域ニーズを発見できた

５．自団体の事業運営能力が向上した

６．特にメリットを感じなかった

７．その他

設問22 協働したことによるメリット

R3（n=488） R4（n=490） R5（n=423） R6（n=393） R7（n=421）
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〔連携・協働した相手〕 

設問２３ 設問２１で｢1.連携・協働したことがある｣を選択された法人の方にお尋ねします。

どのような団体と連携・協働をしましたか。あてはまる番号すべてに✔を記入して

ください。 

19.8%

64.7%

21.6%

42.9%

18.8%

27.3%

22.1%

12.3%

7.5%

8.8%

6.8%

6.5%

20.7%

62.3%

26.0%

49.8%

17.2%

21.1%

27.5%

13.9%

8.0%

16.2%

9.2%

5.1%

17.9%

62.4%

26.7%

49.3%

14.6%

24.0%

27.7%

13.8%

8.8%

13.3%

6.2%

6.6%

16.0%

60.9%

24.2%

50.1%

22.6%

26.1%

27.5%

10.4%

8.2%

14.1%

7.5%

6.8%

19.6%

59.8%

30.5%

48.3%

17.0%

23.9%

28.2%

13.2%

7.4%

13.7%

7.1%

7.1%

18.1%

65.3%

25.4%

51.3%

22.6%

26.4%

32.3%

13.3%

8.6%

17.8%

5.5%

3.8%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

１．県

２．市町村

３．企業

４．NPO・ボランティア団体

５．地縁組織（町内会等）

６．社会福祉協議会

７．学校・教育機関

８．財団法人・社団法人

９．商工会議所等の経済団体

１０．社会福祉法人

１１．士業・フリーランスなど
の個人

１２．その他

設問23 連携・協働した相手

R2（n=399） R3（n=488） R4（n=487） R5（n=425） R6（n=393） R7（n=421）
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（結果概要） 

 連携・協働した相手については、例年同様、多様な主体との協働が行われている。「市町村」

が 65.3％と最も多く、次いで「ＮＰＯ ・ボランティア団体」が 51.3％、「学校・教育機関」が

32.3％と多くなっている。 

 なお、一法人が協働先としてチェックした項目の個数は、1 個が 29.0％、2 個が 24.0％と

多いが、5 個以上の多様な主体と協働を行っている法人も 18.5％となっている。 

  

1個, 122, 29.0%

2個, 101, 24.0%

3個, 66, 15.7%
4個, 54, 12.8%

5個, 33, 7.8%

6個, 24, 5.7%

7個, 11, 2.6%

8個, 3, 0.7%
9個, 0, 0.0%

10個, 4, 1.0%

11個, 2, 0.5%

12個, 1, 0.2%

その他, 78, 
18.5%

（参考）協働相手のチェック個数(n=421)
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〔これから連携・協働したい相手〕 

設問２４ 今後、どのような団体と連携・協働をしたいですか。 

あてはまる番号すべてに✔を記入してください。 

29.3%

57.4%

35.3%

42.3%

25.7%

29.3%

34.6%

14.4%

11.8%

18.6%

9.3%

12.9%

0.0%

18.1%

65.3%

25.4%

51.3%

22.6%

26.4%

32.3%

13.3%

8.6%

17.8%

5.5%

3.8%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

1．県

2．市町村

3．企業

4．NPO・ボランティア団体

5．地縁組織（町内会等）

6．社会福祉協議会

7．学校・教育機関

8．財団法人・社団法人

9．商工会議所等の経済団体

10．社会福祉法人

11．士業・フリーランスなどの個人

12．連携・協働することは考えていない

13．その他

設問24 これから連携・協働したい相手

問24協働したい相手(n=645) （参考）問23協働した相手(n=421)

0%
10%
20%
30%
40%
50%
60%
70%
80%

1．県

2．市町村

3．企業

4．NPO・ボランティア団体

5．地縁組織（町内会等）

6．社会福祉協議会

7．学校・教育機関 8．財団法人・社団法人

9．商工会議所等の経済団体

10．社会福祉法人

11．士業・フリーランス…

12．連携・協働すること…

13．その他（具体的に記…

（参考）最も重視する活動分野（上位5位まで）別連携・協働したい相手

1．保健、医療又は福祉の増進を図る活動（n=245） 3．まちづくりの推進を図る活動（n=48）
6．学術、文化、芸術又はスポーツの振興を図る活動（n=54） 7．環境の保全を図る活動（n=47）
13．子どもの健全育成を図る活動（n=111）
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（結果概要） 

 これから連携・協働したい相手については、「市町村」が 57.4％と最も多く、次いで「NPO ・

ボランティア団体」が 42.3％、「企業」が 35.3％となっている。「市町村」と「NPO ・ボランテ

ィア団体」以外は、「連携・協働した相手」よりも高く、協働したことのない相手との協働の

意向がうかがえる。また、活動分野別で見ると、企業に対しては、子どもの健全育成と環境

保全の分野、NPO ・ボランティア団体に対しては、まちづくりと環境保全の分野、学校・教育

機関に対しては、学術・文化・芸術、スポーツ振興と子どもの健全育成の分野の団体で高く

なるなど、活動分野により連携・協働したい相手の特徴は異なる。さらに、活動年数別にみ

ると、多くの項目で活動年数 3 年未満、5 年以下など年数の少ない団体で意向が高い。21 年

以上の団体では、市町村と NPO・ボランティア団体との連携・協働の意向が比較的高い。 

48.3%

79.3%

55.2%

51.7%

41.4%

34.5%

58.6%

37.9%

17.2%

20.7%

17.2%

0.0%

0.0%

35.6%

57.8%

42.2%

51.1%

24.4%

40.0%

35.6%

8.9%

15.6%

13.3%

24.4%

2.2%

0.0%

36.6%

56.3%

33.8%

39.4%

23.9%

28.2%

32.4%

11.3%

9.9%

14.1%

14.1%

12.7%

0.0%

29.0%

51.4%

32.6%

39.9%

25.4%

27.5%

34.1%

12.3%

9.4%

20.3%

6.5%

18.1%

2.2%

23.5%

51.5%

30.3%

34.8%

26.5%

26.5%

32.6%

11.4%

13.6%

19.7%

6.8%

14.4%

1.5%

26.8%

61.8%

36.8%

46.5%

24.6%

29.8%

33.8%

16.7%

11.4%

19.3%

7.0%

12.7%

1.8%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0% 80.0% 90.0%

1．県

2．市町村

3．企業

4．NPO・ボランティア団体

5．地縁組織（町内会等）

6．社会福祉協議会

7．学校・教育機関

8．財団法人・社団法人

9．商工会議所等の経済団体

10．社会福祉法人

11．士業・フリーランスなどの個人

12．連携・協働することは考えていない

13．その他

（参考）活動年数別連携・協働したい相手

3年未満（n=29） 5年以下（n=45） 10年以下（n=71） 15年以下（n=138） 20年以下（n=132） 21年以上（n=228）
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〔連携・協働したい相手の地域〕 

設問２５ どのような地域で活動する団体と連携・協働をしたいですか。 

あてはまる番号すべてに✔を記入してください。 

（結果概要） 

 連携・協働したい相手の地域については「自団体が活動している市町村」が 68.5％と最も

多く、次いで「自団体が活動している市町村の近隣地域」40.6％、「自団体の活動地域に関わ

らず広域の地域（県内）」26.7％と多くなっている。「連携・協働することは考えていない」

は、11.6％となっている。 

  

68.5%

40.6%

26.7%

16.4%

11.6%

0.5%

0% 20% 40% 60% 80%

1．自団体が活動している市町村

2．自団体が活動している市町村の近隣
地域

3．自団体の活動地域に関わらず広域の
地域（県内）

4．自団体の活動地域に関わらず広域の
地域（全国）

5．連携・協働することは考えていない

6．その他

設問25 連携・協働したい相手の地域(n=645)
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〔連携・協働の課題・したことがない理由〕 

設問２６ 連携・協働を行うにあたり、課題や困ったこと、また、連携・協働したことが無い

理由について、あてはまる番号すべてに✔を記入してください。 

※本グラフは経年比較のため、R7年度は協働経験ありと回答した団体数(n=421)で作成。 

 

38.7%

17.2%

36.0%

19.1%

17.2%

23.0%

17.4%

4.2%

38.1%

16.6%

35.7%

15.2%

15.4%

14.7%

12.5%

13.4%

20.6%

10.6%

13.3%

8.0%

9.3%

4.3%

3.0%

8.3%

8.0%

5.6%

9.0%

35.4%

18.5%

27.8%

21.4%

13.3%

7.8%

6.9%

14.0%

11.4%

9.7%

7.6%

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35% 40% 45%

1.情報共有や相互の意思統一などコミュニケーションに時
間がかかる

2.費用負担を含め、対等な関係を維持するのが難しい

3.連携・協働のための人材や資金をねん出できない

４．新たな連携先を見つけ、関係性を築くことが難しい

５.企業や学校、地域の経済団体など、
多様な主体と交流できる場が不足している

６.連携協働について学ぶ場が不足している

７.連携協働の具体的な事例を知らない

８.連携協働について相談できる相手がいない

９.行政職員の協働に対する理解が不足している

10.行政の意思決定に時間がかかる

11.行政機関相互の連携が不足している

12.その他

設問26 連携・協働の課題

R4（n=408） R5（n=409） R6（n=301） R7（n=421）



30 
 

（結果概要） 

 連携・協働の課題については、全体（n=645）では、「情報共有や相互の意思統一などコミュ

ニケーションに時間がかかる」が 32.9%％と最も多く、次いで「連携・協働のための人材や資

金をねん出できない」が 30.5％、「費用負担を含め、対等な関係を維持するのが難しい」が

19.7%、「企業や学校、地域の経済団体など、多様な主体と交流できる場が不足している」が

18.6％となっている。経年で比較すると、多くの項目で R6年度よりも課題や困ったことの割

合が増加している。 

 協働経験の有無別でみると、協働経験ありでは、「情報共有や相互の意思統一などコミュニ

ケーションに時間がかかる」が 35.4％で最も多く、協働経験なしでは、「連携・協働のための

人材や資金をねん出できない」が 35.9％で最も多い。また、「連携協働の具体的な事例を知ら

ない」をはじめ「連携協働できる相手がいない」など、多くの項目で協働経験のない層で高

くなっている一方、「情報共有や相互の意思統一などコミュニケーションに時間がかかる」「企

業や学校、地域の経済団体など、多様な主体と交流できる場が不足している」、及び行政との

連携に関する課題の項目は、協働経験のある層で高くなっている。 

  

35.4%

18.5%

27.8%

21.4%

13.3%

7.8%

6.9%

14.0%

11.4%

9.7%

7.6%

28.3%

22.0%

35.9%

13.5%

21.5%

29.1%

17.5%

9.9%

6.3%

7.2%

7.2%

32.9%

19.7%

30.5%

18.6%

16.1%

15.2%

10.5%

12.6%

9.6%

8.8%

7.4%

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35% 40%

1.情報共有や相互の意思統一などコミュニケーションに時間がかかる

2.費用負担を含め、対等な関係を維持するのが難しい

3.連携・協働のための人材や資金をねん出できない

５.企業や学校、地域の経済団体など、
多様な主体と交流できる場が不足している

６.連携協働について学ぶ場が不足している

７.連携協働の具体的な事例を知らない

８.連携協働について相談できる相手がいない

９.行政職員の協働に対する理解が不足している

10.行政の意思決定に時間がかかる

11.行政機関相互の連携が不足している

12.その他

設問26 協働経験の有無別、連携・協働の課題・

したことがない理由

経験あり（n=421） 経験なし（n=223） 全体（n=645）
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Ⅴ．SDGs について 

〔ＳＤＧｓに関連した取組の分野〕 

設問２７ ＳＤＧｓに関連して貴法人が取り組んでいる分野について、あてはまる番号すべ

てに✔を記入してください。 

（結果概要） 

 ＳＤＧｓに関連した取組の分野については、「すべての人に健康と福祉を」が 47.9％と最も

多く、次いで「住み続けられるまちづくりを」が 32.6％、「SDGs に関連した取組は行ってい

ない」が 24.3％となっている。 

10.3%

5.3%

44.0%

17.1%

9.2%

3.1%

5.0%

10.0%

2.3%

13.6%

29.0%

7.2%

5.5%

5.8%

9.1%

7.8%

5.6%

26.9%

9.8%

6.4%

32.0%

13.2%

9.2%

3.6%

4.5%

8.4%

2.6%

9.2%

24.1%

5.1%

6.4%

4.8%

7.5%

9.2%

6.4%

40.6%

10.9%

6.5%

47.9%

18.0%

7.8%

2.6%

4.3%

10.7%

3.1%

13.2%

32.6%

5.4%

5.4%

5.4%

6.7%

11.5%

5.9%

24.3%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

1．貧困をなくそう

2．飢餓をゼロに

3．すべての人に健康と福祉を

4．質の高い教育をみんなに

5．ジェンダー平等を実現しよう

6．安全な水とトイレを世界中に

7．エネルギーをみんなに そしてクリーンに

8．働きがいも 経済成長も

9．産業と技術革新の基盤をつくろう

10．人や国の不平等をなくそう

11．住み続けられるまちづくりを

12．つくる責任 つかう責任

13．気候変動に具体的な対策を

14．海の豊かさを守ろう

15．陸の豊かさも守ろう

16．平和と公正をすべての人に

17．パートナーシップで目標を達成しよう

18．SDGsに関連した取組は行っていない

設問27 ＳＤＧｓに関連した取組の分野

R5 （n=639） R6（n=643） R7（n=645）
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Ⅵ．内閣府ウェブ報告システムについて 

〔内閣府ウェブ報告システム利用状況〕 

設問２８ 内閣府ウェブ報告システムにより、ＮＰＯ法に係る各種申請・届出等が可能とな

っています。貴法人における同システムの利用状況等について、あてはまる番号 1つ

に✔を記入してください。 

 

（内閣府ウェブ報告システムとは） 

内閣府ウェブ報告システムとは､2023 年 3 月 1 日より内閣府ＮＰＯ法人ポータルサイト上

で運用開始された､特定非営利活動法人(法人設立の希望者も含む)が､これまで所轄庁(都道

府県及び政令指定都市)に書面で提出していた申請・届出等を､オンラインで提出することを

可能にしたシステムです。※別途、原本の送付が必要な場合があります。 

なお、利用にあたっては、ユーザアカウントの取得等が必要になりますので、詳しくは    

内閣府ＮＰＯホームページ 

（https://www.npo-homepage.go.jp/npoportal/create/confirmation）の「アカウントの新規

登録について」をご覧ください。 

（結果概要） 

 内閣府ウェブ報告システム利用状況については、「利用している」が 29.7％と R6年度より

2.3 ポイント増加した。今年度から「システムがあることを知らなかった」（20.7％）の選択

肢を設けたところ、「利用していないが、今後利用したい」が 40.7％と R6 年度より 14.8 ポイ

ント減少、「利用したくない」が 8.9％と R6 年度より 8.2 ポイント減少した。 

  

29.7%

27.4%

40.7%

55.5%

74.8%

20.7% 8.9%

17.1%

25.2%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

R7（n=637）

R6（n=643）

R5（n=647）

設問28 内閣府ウェブ報告システム利用状況

1.利用している 2.利用していないが、今後利用したい

4.システムがあることを知らなかった 3.利用したくない
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〔利用している又は利用したい機能〕 

設問２９ 設問２８で１又は２を選択された法人の方にお尋ねします。 

内閣府ウェブ報告システムで利用している又は利用したい主な機能について、あて

はまる番号すべてに✔を記入してください。 

（結果概要） 

 内閣府ウェブ報告システムで利用している又は利用したい機能については、「事業報告に関

する手続き」が 93.8％と最も多く、次いで「役員変更に関する手続き」が 73.0％、「定款変

更に関する手続き」が 64.3％と多かった。 
 

〔利用したくない理由〕 

設問３０ 設問２８で３を選択された法人の方にお尋ねします。 

内閣府ウェブ報告システムを利用したくない理由について、あてはまる番号すべて

に✔を記入してください。 

（結果概要） 

 内閣府ウェブ報告システムを利用したくない理由については、「使い方がわからない」が

86.0％と R6 年度よりも大きく上昇しているが、「利用したくない」と回答した団体数が R6 年

度の 110 件から R7 年度の 57 件と半分程度になっていることに留意する必要がある。「その

他」の自由記載では、人手不足、エラーになりそうなど、システムを使うことがかえって手

間に感じることを理由とする記載が見られた。 

84.1%

69.6%

74.9%

33.1%

92.3%

61.9%

68.7%

25.5%

19.3%

93.8%

64.3%

73.0%

25.4%

21.4%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

1.事業報告に関する手続き

2.定款変更に関する手続き

3.役員変更に関する手続き

4.認定に関する手続き

5.解散及び清算に関する手続き

設問29 利用している又は利用したい機能

R5（n=553） R6（n=533） R7（n=448）

14.0%

47.4%

42.7%

14.6%

10.9%

40.9%

48.2%

11.8%

8.8%

59.6%

86.0%

21.1%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

1．インターネット環境がない

2．今までのやり方を変えたくない

3．使い方がわからない

4．その他（具体的に記入してください）

設問30 利用したくない理由

R5（n=171） R6（n=110） R7（n=57）
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Ⅶ．NPO 法人制度に係る AI チャットボットについて 

〔利用したことがあるか〕 

設問３１ 県では、ＮＰＯ法人の設立、事業報告書等の提出等に関する質問に 24 時間 365 日

自動応答できるＡＩチャットボットを導入していますが、その利用状況について、

あてはまる番号 1 つに✔を記入してください。 

（結果概要） 

 ＡＩチャットボットを利用したことがあるかについては、「チャットボットがあることを知

らなかった」が 46.7％と最も多く、次いで「利用したことはない」が 31.6％と多くなった。 

 

〔どのような質問に対応していると便利か〕 

設問３２ 現在のチャットボットは、「ＮＰＯ法人制度の概要」、「ＮＰＯ法人の設立」、「事業

報告書等の提出」についての質問に対応していますが、ほかにどのような質問に対

応していると便利だと思いますか。あてはまる番号すべてに✔を記入してください。 

（結果概要） 

 どのような質問に対応していると便利かについては、「事業報告書等の書き方」、「定款変更

認証・変更届の提出について」がともに 58.4％、「役員変更届の提出について」が 58.0％と

ほぼ並んで多い結果となった。 

  

1.9%

19.8%

31.6%

46.7%

設問31 AIチャットボットを利用したことがあるか

(N=642)

1．利用したことがある

2．利用したことはないが、利用してみたい

3．利用したことはない

4．チャットボットがあることを知らなかった

58.4%

58.4%

58.0%

29.3%

22.3%

6.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

1．事業報告書等の書き方

2．定款変更認証・変更届の提出について

3．役員変更届の提出について

4．解散・清算の手続きについて

5．認定NPO法人について

6．その他

設問32 どのような質問に対応していると便利か(n=645)
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[令和 7 年度千葉県ＮＰＯ法人実態調査 結果概要] 

調査項目の経年比較や項目の新設により活動状況、財政状況、連携・協働等の実

態を把握した。 

結果概要は、以下のとおりである。 

 

Ⅰ．団体（回答者）属性について 

・活動分野の状況はこれまでと大きな変化はなく、「保健・医療・福祉」「子どもの健

全育成」分野で活動する法人が最も多い。活動年数は「21 年以上」が 35.5％と最

も多くなり、長期間活動している法人が年々増加傾向にある。法人の役職員数及び

会員数について、「30 人以下」の法人が 64.2％と最も多い。また「51 人以上 100 人

以下」がやや増加し、「101 人以上」がやや減少した。（設問 1-4） 

 

 

Ⅱ．事業・活動全般の状況について 

・61.7%の法人が中間支援組織を「利用したことがない」又は「知らない」と回答して

おり、中間支援組織の周知や利用促進が課題となっている。一方で、「知っていて、

利用したことがある」法人に中間支援組織による支援等のメリットについて聞いた

ところ、約 9 割の法人が「有用な情報の入手が出来た」「他団体との連携につなが

った」など何らかのメリットを感じている。（設問 5-6） 

・法人運営上の課題について、「団体内全体が高齢化している」、「特定の個人に責任

や作業が集中する」、「リーダーや後継者が育たない」など組織の人材に関する課題

が上位を占めている。（設問 7） 

・法人運営にあたりスキルアップが必要と感じている事務については、「人材育成」

（39.4％）が最も多い。法人運営上の課題として上位を占めている「人材に関する

課題」の解決のため、スキルアップが必要と感じている団体が多いと考えられる。

（設問 8） 

・デジタル・オンラインツールの使用状況については、「事務連絡等について電子メ

ール・コミュニケーションアプリ（LINE 等）を利用している」の 76.6％が最も多

く、次いで「ホームページやブログを開設し、貴法人の活動内容について情報発信

している」が 62.8％となっている。昨年度の結果と比較すると、利用が増加した項

目が多いが、内閣府の全国調査と比較すると、「事務連絡等について電子メール・コ

ミュニケーションアプリ（LINE 等）を利用している」以外の全ての項目で数値が低

く、特に会計・経理事務、SNS の利用の数値が相対的に低くなっている。（設問 9） 

・ボランティア人材の受け入れについては、62.6％の法人が受け入れているが、経年

での比較については令和 6 年度までと設問項目が変わったため、単純比較はできな

い。ボランティア人材の受け入れをしていない理由については、「活動内容が未経

験者では難しい」の 39.8％が最も多い。プロボノ人材の受け入れについては「して

いない（今後、受け入れを検討していきたい）」の 33.2％が最も多く、次いで「プ

ロボノを知らない」が 31.0％となっている。プロボノ人材の受け入れを希望する内

容には、「Web 制作・デジタル活用」が 29.8％、広報・情報発信」が 23.3%の順とな

っている。（設問 10-13） 

・県が実施している市民活動団体への支援施策については、ちばコラボ大賞以外は、

「知らなかった」が最も多くなっており周知が課題である。（設問 14） 
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Ⅲ．財務状況について 

・総支出額（財務規模）については、「支出はない」は令和 3 年度をピークに減少傾

向にあり、全体的に平成 30 年度の水準と近くなっている。また、500 万円以上の法

人で約5割を占め、平成30年度当時よりも規模の大きな法人の割合がやや大きい。

（設問 15） 

・法人の収入源については、「会費」「寄附金」「補助金・助成金」「自主事業収益」な

ど、前回調査から大きな変化はないものの、いずれも高い水準となっており、法人

の収入源の多様性がうかがえる。最も大きな収入源については、「自主事業収益」が

28.5％と最も多い。（設問 16） 

・財産の規模については、「100 万円～500 万円未満」が 20.8％と最も多い。500 万円

以上の法人の割合が約 4 割となっている。（設問 17） 

・寄附の受領経験については、「受けたことがある」法人が 72.6％となり、前回調査

から 2.5 ポイント増加し、増加傾向にある。寄附の受領金額（総額）については、

20 万円以上の受領を受けている法人の割合の合計は、これまで減少傾向にあり、  

令和 6 年度には 30.0％だったが、令和 7 年度は増加し 34.3%となっている。（設問

18-19） 

・収入確保の課題については、「収入確保のスキル・ノウハウが不足」が 25.7％と最

も多く、次いで「自主事業収益による収入確保が困難」が 25.3％、「収入確保のた

めの人材が不足」が 24.7％となっている。一方で、「特に課題はない」としたとこ

ろも、22.8％と多い。（設問 20） 

 

 

 

Ⅳ．連携・協働について 

・「連携・協働したことがある」法人は 65.4％と、前回調査から 4.3 ポイント増加し

た。ここのところ減少傾向だったが、R7 年度は再び増加し、H30 年の水準に近くな

っている。連携・協働を行ったことにより、9 割を超える法人が何らかのメリット

を感じている。特に、「自団体だけでは出来ない事業を生み出す事ができた」

（51.3％）「団体の認知度の向上やネットワークの拡大ができた」（50.4％）と回答

した団体は 5 割を超えている。（設問 21-22） 

・連携・協働した相手については、例年同様、多様な主体との協働が行われている。

「市町村」が 65.3％と最も多い。なお、一法人が協働先としてチェックした項目は

1、2 個が多いが、5 個以上の多様な主体と協働を行っている法人も 18.5％となって

いる。（設問 23） 

・これから連携・協働したい相手については設問 23 と同様、様々な主体が挙げられ

ている。「市町村」が 57.4％と最も多く、次いで「NPO ・ボランティア団体」が 42.3％

と多くなっている。「連携・協働した相手」と比較すると、「連携・協働したい相手」

の方がほとんどの項目で高く、協働実績のない相手との協働の意向がうかがえる。

また、活動分野や活動年数により協働の意向には違いが見られる。（設問 24） 

・連携・協働したい相手の地域については「自団体が活動している市町村」が 68.5％

と最も多く、次いで「自団体が活動している市町村の近隣地域」40.6％と多くなっ

ている。（設問 25） 
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・連携・協働の課題については、全体（n=645）では、「情報共有や相互の意思統一な

どコミュニケーションに時間がかかる」が 32.9%％と最も多く、次いで「連携・協

働のための人材や資金をねん出できない」が 30.5％、「費用負担を含め、対等な関

係を維持するのが難しい」が 19.7%、「企業や学校、地域の経済団体など、多様な主

体と交流できる場が不足している」が 18.6％となっている。昨年度と比較すると多

くの項目で課題や困ったことの割合が増加している。 

  協働経験がある団体では、「情報共有や相互の意思統一などコミュニケーション

に時間がかかる」が 35.4％で最も多く、協働経験がない団体では、「連携・協働の

ための人材や資金をねん出できない」が 35.9％で最も多い。また、「連携協働の具

体的な事例を知らない」をはじめ「連携協働できる相手がいない」など、多くの項

目で協働経験のない層で割合が高くなっている一方、「情報共有や相互の意思統一

などコミュニケーションに時間がかかる」「企業や学校、地域の経済団体など、多様

な主体と交流できる場が不足している」や、行政との連携に関する課題の項目は、

協働経験のある層で高くなっている。（設問 26） 

 

 

 

Ⅴ．SDGs について 

・ＳＤＧｓに関連した取組の分野については、「すべての人に健康と福祉を」が 47.9％

と最も多く、次いで「住み続けられるまちづくりを」が 32.6％、「SDGs に関連した

取組は行っていない」が 24.3％となっている。（設問 27） 

 

 

 

Ⅵ．内閣府ウェブ報告システムについて 

・内閣府ウェブ報告システム利用状況については、「利用している」が 29.7％、「利用

していないが、今後利用したい」が 40.7％、「利用したくない」が 8.9％となった。

（設問 28） 

・内閣府ウェブ報告システムで利用している又は利用したい機能については、「事業

報告に関する手続き」が 93.8％と最も多い。（設問 29） 

・内閣府ウェブ報告システムを利用したくない理由については、「使い方がわからな

い」が 86.0％と最も多い。（設問 30） 

 

 

 

Ⅶ．NPO 法人制度に係る AI チャットボットについて 

・ＡＩチャットボットを利用したことがあるかについては、「チャットボットがある

ことを知らなかった」が 46.7％と最も多く、周知が課題である。どのような質問に

対応していると便利かについては、「事業報告書等の書き方」、「定款変更認証・変更

届の提出について」がともに 58.4％､｢役員変更届の提出について｣が 58.0％とほぼ

並んで多い。（設問 31-32） 


